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弁護士が精選！ 重要労働判例 - 第385回　プレカリアートユ

ニオン（直接無記名投票により選出されていない代議員によ

る総会決議）事件

プレカリアートユニオン（直接無記名投票により選出されていない代議員による総会決議）事件（東京

地裁　令6.2.28判決）

代議員の選任手続きの重大な瑕疵
か し

により労働組合の総会決議が不存在とされた事例

※裁判例および掲載誌に関する略称については、こちらをご覧ください

1　事案の概要

　本件は、労働組合Yを除名されたXがYの平成27年9月19日から令和5年9月9日までの総会決議について、い

ずれも瑕疵がある旨主張して、主位的に不存在であることの確認を、予備的に無効であることの確認を求め

た事案である。

　Yは労働組合法11条の法適合組合として労働委員会の証明を受けており、Yの代表者であるAはYの平成27年

9月19日の総会決議においてYの代表者である執行委員長に選任され、以後の総会でも執行委員長に選任され

ていた。

　Yの組合規約12条では、組合の最高議決機関である大会は、組合員の直接無記名投票で選出された代議員

および執行委員によって構成すること、大会の招集は執行委員会が行うこととされていた。また、Yの選挙・

大会規定10条では、大会代議員は、支部分会ごとに組合員の直接無記名投票により選出することが定められ

ていた。

　Xは平成28年にYの組合員になったが、平成31年3月から1年間、令和元年8月から1年間、令和2年7月から

令和4年1月までの権利停止処分を受け、令和2年9月12日の総会決議において除名された。

　なお、本件訴訟ではXの確認の利益も争点となったが、結論としては確認の利益は認められているため、本

稿では省略する。

2　判断

https://www.rosei.jp/readers


［1］平成30年9月8日以降の総会決議について

　平成30年9月8日の総会（以下、本件総会）においては、代議員の選任のために各支部における直接無記名

投票が実施されておらず、Yは立候補者がいないものとしてY代表Aらにおいて特定の組合員に声掛けをして代

議員になってもらい、各支部において代議員の選任のために立候補者を募る手続きさえも行われていないこ

と、そのため、Xは代議員に立候補する意思があったにもかかわらずその機会がなく立候補できなかったこ

と、他方で、組合員Bは、代議員に立候補していないにもかかわらずYから説明もなく案内書および代議員証

の郵送を受けたことから代議員として本件総会に出席したことが認められる。したがって、本件総会におい

ては代議員の選任手続きについて選挙・大会規定10条に反し直接無記名投票を行わないといった瑕疵があっ

た。労働組合において、代議員が直接無記名投票により選出されることは、組合民主主義の確保のために重

要なものであり、本件のような選任手続きによって選任された代議員による決議は組合員の多数の意思を反

映したものということはできず、その瑕疵は重大であり、もはや法的に総会決議と評価することはできず、

本件総会決議は不存在である。

　また、本件総会決議は不存在であるから、当該総会決議において選任された役員によって構成される執行

委員会は正当な執行委員会ではなく、その後に招集された大会は、法的には大会の招集権限を有する執行委

員会ではないものが招集したものとして、組合員の全員が出席して開催された等の特段の事情がない限り、

その大会において行われた決議は不存在と評価される。本件において、上記特段の事情は認めるに足りる主

張立証はないから、本件総会後の令和5年9月9日までの総会決議も不存在である。

　なお、Yは、選挙・大会規定10条が定める直接無記名投票による代議員選挙は候補者が定員を上回った場

合を想定した規定であり、定員に達しない場合は執行委員会が個別の組合員に代議員への立候補を打診し、

当該組合員が承諾することによって代議員を選任することが慣例になっていたと主張する。しかし、この主

張は、選挙・大会規定10条の明文規定に明らかに反し、そのような選任方法は組合規約にも反する。また、

実際にXが立候補できなかったことから、立候補者が定員に達しなかったという前提も欠く。

　さらに、Yは、本件総会決議が不存在であってもその後の総会決議によって追認した旨主張するが、追認決

議は、瑕疵のある決議を正当な権限を有する大会において改めて承認するものであり、当然適法に招集され

た総会によって行う必要があるところ、上記のとおり、本件総会後の令和5年9月9日までの総会決議も不存

在となるから、本件総会決議が有効に追認されたということはできない。

［2］平成27年総会決議から平成29年総会決議について

　平成27年総会から平成29年総会においても、代議員の選任の際に直接無記名投票を行わなかったことか

ら、本件総会と同様の状況であったことが推認でき、平成27年総会決議から平成29年総会決議も不存在であ

る。

3　実務上のポイント

［1］労働組合の民主性

　労働組合法上の「労働組合」とは、①労働者が主体となって、②自主的に、③労働条件の維持改善その他

経済的地位の向上を図ることを主たる目的として、④組織する団体またはその連合団体をいう（同法2条柱書

き）。また、労働委員会の不当労働行為救済手続き等、労働組合法のすべての保護を受けるには、①～④に



加えて同法5条2項の事項を労働組合の規約に定める必要がある。これは、労働組合は、憲法上、法律上の特

別の保護が与えられていることから、民主的な運営が求められるところ（組合民主主義）、上記各法条の要

件を欠く組合の救済申し立てを拒否することで、間接的に組合が民主的な労働組合としての条件を具備する

ように促進しようとするものである（最高裁三小　昭32.12.24判決　民集11巻14号2336ページ）。

［2］労働組合の決議の瑕疵

　ところで、会社法830条1項では株主総会決議の不存在の確認の訴えができることが定められているが、決

議が不存在とされるのは、物理的に決議が存在しない場合だけではなく、法的に総会決議と評価できない場

合も含まれる。具体的には、代表権のない取締役が招集した株主総会決議（最高裁一小　昭45.8.20判決　判

時607号79ページ）、総株式数5000株のうち合計2100株を有する株主らに対して株式総会の招集通知がされ

なかった事例（最高裁二小　昭33.10.3判決　民集12巻14号3053ページ）などが挙げられる。

　本件は労働組合の総会決議が争われた事案だが、判決では、株主総会決議と同様に、瑕疵が著しいことを

理由に法的に決議が存在したと評価できないと判断している。本件総会決議のように直接無記名投票により

選出されていない代議員による総会決議は、組合民主主義の観点で重大な手続き違反があるだけではなく、

実質的にも多数の組合員の意思を反映しておらず、一部の組合員らによる決議と同視できるため、不存在と

評価されたと思われる。

［3］本判決の事実上の影響

　本判決で労働組合の総会決議が法的に不存在と判断されているところ、総会決議が不存在であることは第

三者も主張することが可能である。そのため、第三者からも、平成27年9月19日から令和5年9月9日までの総

会決議の不存在を理由に、これまでのAによる労働協約、団体交渉は無権代理行為だという主張、またはYの

団体行動等の正当性がないという主張がされる可能性もある。

　当職が知る限り、本件のように労働組合の総会決議の不存在が判決で確認された例はないため、今後も動

向を注視する必要があろう。
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■裁判例と掲載誌

①本文中で引用した裁判例の表記方法は、次のとおり
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事件名 係属裁判所 法廷もしくは支部名 判決・決定言渡日 判決・決定の別 掲載誌名および通

巻番号

(例)小倉電話局事件 最高裁 三小 昭43.3.12 判決 民集22巻3号

②裁判所名は、次のとおり略称した

最高裁　→　最高裁判所（後ろに続く「一小」「二小」「三小」および「大」とは、それぞれ第一・

第二・第三の各小法廷、および大法廷における言い渡しであることを示す）

高裁　→　高等裁判所

地裁　→　地方裁判所（支部については、「○○地裁△△支部」のように続けて記載）

③掲載誌の略称は次のとおり

民集：『最高裁判所民事判例集』（最高裁判所）

集民：『最高裁判所裁判集民事』（最高裁判所）

労民集：『労働関係民事裁判例集』（最高裁判所）

労判：『労働判例』（産労総合研究所）

労経速：『労働経済判例速報』（経団連）

判時：『判例時報』（判例時報社）

判タ：『判例タイムズ』（判例タイムズ社）

労旬：『労働法律旬報』（旬報社）
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